
社会保障制度改革の動向について（１） 

医療法や国民健康保険法など個別法の改正は、「プログラム法」の示す内容と時期を踏まえて、順次提出 

平成２４年２月１７日 「社会保障・税一体改革大綱』  閣議決定 

平成２４年８月２２日 社会保障制度改革推進法 施行 
＜改革の実施及び目標時期＞ 

  第４条 必要な法制上の措置については、この法
律の施行後１年以内に、社会保障制度改革国民会
議における審議の結果等を踏まえて講ずるものとす
る。 

＜社会保障制度改革国民会議の設置＞ 

  第９条 社会保障制度改革を行うために必要な事
項を審議するため、内閣に、社会保障制度改革国民
会議を置く。 

平成２５年８月６日 社会保障制度改革国民会議 「報告書」 

「社会保障改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措置」の骨子について」 

平成２５年１２月５日 
 「持続的な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」（プログラム法） 成立 

 平成２５年８月２１日 閣議決定 

 政府は、本骨子に基づき、社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の
措置」として、社会保障制度改革の全体像及び進め方を明らかにする法律案を速やかに
策定し、次期国会冒頭に提出する。 



社会保障制度改革の動向について（２） 

平成２５年１２月２０日 
 社会保障審議会介護保険部会 「介護保険制度の見直しに関する意見」取りまとめ 

平成２５年１２月２７日  
社会保障審議会医療部会 「医療法等改正に関する意見」取りまとめ 

平成２６年５月１５日 衆議院本会議 可決 

平成２６年６月７日 参議院本会議 可決 → 成立 

平成２６年２月１２日 

 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律案」 提出
（第186回国会 閣法第23号） 

平成２６年６月２５日 公布、一部施行 



地域における医療・介護の総合的な確保を図るための改革 

改革の目的： 今回の医療・介護の改革は、プログラム法の規定に基づき、高度急性期から在宅医療・介護までの一連のサービスを地域に
おいて総合的に確保することで地域における適切な医療・介護サービスの提供体制を実現し、患者の早期の社会復帰を進め、
住み慣れた地域での継続的な生活を可能とすること  

 
 
      ■医療及び介護サービスの整合的な計画の策定と、医療・介護を対象とした新たな財政支援制度 

 ・都道府県が策定する医療計画と介護保険事業計画を、一体的・強い整合性を持った形で策定（両者を包括する基本的な方針） 
        ・消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（各都道府県に基金を設置）を法定化（医療・介護とも対象） 

■地域での効率的・質の高い医療の確保 
 ○病床の機能分化・連携 

・ 各医療機関が医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）を 
  都道府県に報告 
・ 都道府県は、報告制度等を活用し、各医療機能の必要量等を含む 
 地域の医療提供体制の将来のあるべき姿(地域医療構想（ビジョン）)を策定   
・ 地域医療構想（ビジョン）は、医療機関の自主的な取組と医療機関相互の 
 協議により推進することを基本。なお、医療機関相互の協議の合意  
 に従わない医療機関が現れた場合等には必要な対処措置を講ずる 

 ○有床診療所等の役割の位置づけ 
・ 病床機能報告制度及び地域医療構想（ビジョン）の導入を踏まえ、国、 
 地方公共団体、病院、国民（患者）と併せ、有床診療所の役割・責務に   
 ついて、医療法に位置づける。 

 ○在宅医療の推進、介護との連携 

 

  ■地域包括ケアシステムの構築 
   ○地域支援事業の充実 
   ①在宅医療・介護連携の推進 ②認知症施策の推進 
   ③地域ケア会議の推進 ④生活支援サービスの充実・強化 
     *前回改正による24時間対応の定期巡回サービスをはじめ、介護サービ 

      スの充実・普及を推進 

   ○全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が取り
組む地域支援事業に移行し、多様化 

   ○特別養護老人ホームの「新規」入所者を、原則、要介護３以
上に重点化 *要介護1・2でも一定の場合には入所可能 

■持続可能な介護保険制度の
構築 （費用負担の公平化） 

○低所得者の保険料の軽減割合を拡
大 

 *給付費の５割の公費に加えて別枠で公費を投
入し、低所得者の保険料の軽減割合を拡大 

○一定以上の所得のある利用者の自
己負担を引上げ 

○低所得の施設利用者の食費・居住費
を補填する「補足給付」の要件に資産
などを追加 

■医療・介護従事者の確保 
○医師確保支援を行う地域医療支援センター
の機能の位置づけ 

○看護師等免許保持者に対して、ナースセン
ターへの届出制度を創設 

○医療機関の勤務環境改善 
 *指針の策定、都道府県で取組を支援する仕組み 

○臨床修練制度の高度な医療技術を有する外
国医師への拡充 

○歯科技工士国家試験の全国統一化 

○介護従事者の確保 
  *上記基金による対応、27年度介護報酬改定で
検討 

  

効率的かつ質の高い医療提供体制の構築 地域包括ケアシステムの構築 

 

 

サービス 
の充実 

基金 

   

○介護従事者の確保 

  *上記基金による対応、27年度介護報酬改定

で検討 

 
■地域での効率的・質の高い医療の確保  

○医療事故にかかる調査の仕組みの位置づけ 
○医療法人制度に係る見直し 

・持ち分なし医療法人への移行促進策を創設（移行計画の策定等） 
・医療法人社団と医療法人財団の合併を可能とする。 

○臨床研究中核病院の位置づけ 

■チーム医療の推進 
○診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行 
 う看護師の研修制度を新設 
○診療放射線技師、臨床検査技師、歯科衛生士の業務範囲又は  
 業務実施体制の見直し 

サービス充実の 
基盤制度の整備 

計画 
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地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律の概要 

 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築す
るとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療法、介護保
険法等の関係法律について所要の整備等を行う。 

 

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地域介護施設整備促進法等関係） 

 ①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等）のため、 

  消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置  

 ②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定  

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係） 
 ①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等を報告し、都道府県は、それをもとに地域医

療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の将来のあるべき姿）を医療計画において策定  

 ②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け  
 
３．地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化（介護保険法関係） 

 ①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に移行し、 

  多様化  ※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業 

 ②特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化  

 ③低所得者の保険料軽減を拡充  

 ④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ（ただし、一般の世帯の月額上限は据え置き） 

 ⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加  
 
４．その他  

 ①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を新設 

 ②医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ 

 ③医療法人社団と医療法人財団の合併、持分なし医療法人への移行促進策を措置 

  ④介護人材確保対策の検討（介護福祉士の資格取得方法見直しの施行時期を27年度から28年度に延期） 

   

 公布日（H26.6.25)。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。 

 概 要 

 趣 旨 

 施行期日 
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医療機能の分化・連携に係る取組みの流れについて 

【医療機関による自主的な機能分化・連携の推進】 
・ 医療機能の現状と、地域ごとの将来の医療需要と各医療機能の必要量が
明らかになったことにより、将来の必要量の達成を目指して、医療機関の自主
的な取組みと医療機関相互の協議により機能分化・連携を推進 

【病床機能報告制度の運用開始】（平成26年度～） 

・医療機関が担っている医療機能を都道府県に報告（※） 

【地域医療構想の策定】（平成27年度～） 

・都道府県において地域医療構想の策定。 

・地域の医療需要の将来推計や病床機能報告制度等により医療機関から報
告された情報等を活用し、二次医療圏等ごとに、各医療機能の必要量
（２０２５年時点）等を含む地域の医療提供体制の将来の目指すべき姿
を示す。 

診療報酬と新たな財政支援の仕組み 
による機能分化・連携の支援 

 

【都道府県の役割の強化】 
○ 医療機関や医療保険者等の関係者が参画し、 
 個々の医療機関の地域における機能分化・連携 
 について協議する「協議の場」の設置 
○ 医療と介護の一体的推進のための医療計画の 
 役割強化（介護保険の計画との一体的な策定） 

 

機能分化・連携を 

実効的に推進 

○ 病床機能報告制度の運用開始、地域医療ビジョンの策定及び都道府県の役割の強化等を含めた 

 医療機能分化・連携に係る取組みの流れを整理すると、以下のようになると考えられる。 

※ 報告の基準は、当初は「定性的な基準」であるが、 
 報告内容を分析して、今後、「定量的な基準」を定める。 

現行の医療法の規定により、案の作成時に、
診療又は調剤の学識経験者の団体の意見
を聴く。 

現行の医療法の規定により、策定時に 
医療審議会及び市町村の意見を聴く。 
※意見聴取の対象に、保険者協議会を追加。 
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◎ 各医療機関（有床診療所を含む。）は病棟単位で（※）、以下の医療機能について、「現状」と「今後の方向」を、都道府県に報告する。    
   ※ 医療資源の効果的かつ効率的な活用を図る観点から医療機関内でも機能分化を推進するため、「報告は病棟単位を基本とする」とされている   
     （「一般病床の機能分化の推進についての整理」（平成24年６月急性期医療に関する作業グループ）。 
 

◎ 医療機能の名称及び内容は以下のとおりとする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 

 
（注） 一般病床及び療養病床について、上記の医療機能及び提供する医療の具体的内容に関する項目を報告することとする。 
 

◎ 病棟が担う機能を上記の中からいずれか１つ選択して、報告することとするが、実際の病棟には、様々な病期の患者が入院しているこ
とから、提供している医療の内容が明らかとなるように具体的な報告事項を検討する。 

 

◎ 医療機能を選択する際の判断基準は、病棟単位の医療の情報が不足している現段階では具体的な数値等を示すことは困難であるた

め、報告制度導入当初は、医療機関が、上記の各医療機能の定性的な基準を参考に医療機能を選択し、都道府県に報告することとする。 

医療機関が報告する医療機能 

医療機能の名称 医療機能の内容 

高度急性期機能 ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能 

急性期機能 ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期機能 

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。 

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を
目的としたリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）。 

慢性期機能 

○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 

○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は
難病患者等を入院させる機能 
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病床機能報告制度における集計等の作業について 

【審査支払機関】 【保険者】 

○○県 

□▽県 

・・・ 

・・・ 

都道府県毎にデータ 
の引き出し・活用 

全国共通のサーバー 【都道府県】 医療機関 

医事 
システム 

オーダリングシステム 

や手作業で入力 電子レセプト 
・医療機関の情報 
・患者の情報 
・保険、公費の情報 
・傷病名 
・診療行為 
（診療行為、点数、回数） 
・医薬品、医療材料 等 

＋入院している病棟情報  
  （ＳＩとして入力） 

・・・ 

報告事項 

構造・設備、人員配
置等に関する項目 送付 

；報告制度の流れ 

；診療報酬請求の流れ 

【NDBと 

同じサーバー（※）】 

診療行為に関する
データ 
（医療の内容に関する
項目） 

事務局にて集計 

必要に応じ医療機
関へ送付 

※収集の根拠や目的を医療法に規定 

H26.7.1現在の状況を 

10.1～10.31の間に報告 

H26年7月審査分の 

レセプトで集計 
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（１）「協議の場」の設置 
○ 都道府県は、地域医療構想の実現について、医療関係者、医療保険者等の関係者との協議を行う「協議の場」を設置。 

 医療機関相互の協議により、地域医療構想を推進していくが、協議だけでは進まない場合には、都道府県知事が以下の措置を講 

 ずることができることとする。 

 

（２）都道府県知事が講ずることができる措置 

① 病院の新規開設・増床への対応 
○ 都道府県知事は、開設許可の際に、不足している医療機能を担うという条件を付けることができることとする。 
 

② 既存医療機関による医療機能の転換への対応 

 ［医療機関が過剰な医療機能に転換しようとする場合］ 
○ 都道府県知事は、医療機関に対して医療審議会での説明等を求めることができることとし、転換にやむを得ない事情がないと 

 認める時は、医療審議会の意見を聴いて、転換の中止を要請（公的医療機関等には命令）することができることとする。 
 

 ［「協議の場」の協議が調わず、自主的な取組みだけでは機能分化・連携が進まない場合］ 
○ 都道府県知事は、医療審議会の意見を聴いて、不足している医療機能に係る医療を提供すること等を要請（公的医療機関等に 

 は指示）することができることとする。 
 

③ 稼働していない病床の削減の要請 
○ 医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合において、都道府県知事は公的医療機関等以外の医療機関に対して、医 

 療審議会の意見を聴いて、稼働していない病床の削減を要請することができることとする。 

   ※ 現行の医療法上、公的医療機関等に対しては、都道府県知事が稼働していない病床の削減を命令することができることとなっている。 

 

   【医療機関が上記の要請又は命令・指示に従わない場合の措置】 
○ 医療機関が上記の要請に従わない場合は、都道府県知事が勧告を行う。当該勧告にも従わない場合や、公的医療機関が上記 

 の命令・指示に従わない場合には、現行の医療法上の措置（管理者の変更命令や公的医療機関への運営の指示等）に加えて、 

 以下の措置を講ずることができることとする。 

  イ 医療機関名の公表 

  ロ 各種補助金の交付対象や福祉医療機構の融資対象からの除外 

  ハ 地域医療支援病院・特定機能病院の不承認・承認の取消し 11  

地域医療構想（ビジョン）を実現する仕組み 



平成28年度 平成29年度 平成30年度 

平成26年度 平成27年度 

上半期 下半期 上半期 下半期 

・県において、地域医療構想の内容を検討 
 ・関係団体と調整 

地域医療構想の 
ガイドライン作成（国） 

地域医療構想施行 
（現在の医療計画 
に追記） 

病床機能 
報告制度 

地域医療 
構想 

次期 
医療計画 
施行 

策
定 

医
療
法 

改
正 

地域医療構想・本県の対応とスケジュール 

医療機関からの報告の 
仕組みの整備（国） 

協
議
の
場 

設
置 

医療機関の自主的な取り組み 
医療機関相互の協議 

検討体制は未定 

運
用 

開
始 

・報告制度の運用（年１回報告） 
・県は報告制度を通じて、医療機関の医療機能の現状を把握 



医療・介護サービスの提供体制改革のための新たな財政支援制度 

目   的：団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年に向け、医療・介護サービスの提供体制改革を推進するため、医療法等の改正による制度面で 
       の対応に併せ、消費税増税分を財源として活用した新たな財政支援制度を創設 
設置根拠：「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」 
        （「地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律」を改正） 

予算規模：９０４億円（うち国２/３、都道府県１/３）  
       各都道府県への配分方法は、基礎的要因（人口、高齢者増加割合等）と政策的要因（都道府県 
       計画の評価）を勘案 
そ の 他：都道府県に基金を造成、都道府県が毎年度事業計画を作成して実施 
        平成26年度は医療のみ、介護は平成27年度から実施。地域医療構想の策定後に更なる拡充を検討。 （27以降の予算規模は不明） 

１ 病床の機能分化・連携のために必要な事業 
 （１） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設・設備  
    の整備を推進するための事業 等 

２ 在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業 
 （１） 在宅医療（歯科・薬局を含む）を推進するための事業 
 （２） 介護サービスの施設・設備の整備を推進するための事 
    業 等 

３ 医療従事者等の確保・養成のための事業 
 （１） 医師確保のための事業 
 （２） 看護職員の確保のための事業 
 （３） 介護従事者の確保のための事業 
 （４） 医療・介護従事者の勤務環境改善のための事業  
 

１ 国が定める総合確保方針及び左記の対象事業に合致 
  
２ 官民に公平に配分 
  ・都道府県計画において、公的・民間の割合・額を明示 
  ・当該割合についての経緯・理由、それに対する都道府県の見解を付す 
 
３ 都道府県計画の公平性・透明性の確保 
  ・官民を問わない幅広い地域の関係者から意見聴取 
   （医療を受ける立場にある者、医療保険者、医師会、歯科医師会、薬剤師会、 
    看護協会、病院団体等）、学識経験を有する者 等 
 
４ 実施について検討しなければならない事業の指定 
  ・地域包括ケアの推進等のため特に必要と考えられる事業 
  ・医療介護総合確保推進法案により新たに法律に位置付けられた事業 
   （地域医療支援センター、医療勤務環境改善支援センター） 

対象事業 
交付の条件 

提案募集 

国 都道府県 合計 

消費税分 362.4億円 181.2億円 543.7億円 

上乗せ分 240億円 120.0億円 360.0億円 

概        要 

※上乗せ分120億の財源措置は未定 

○関係機関への意見照会 
  ・医療関係団体、医療審議会委員等７０以上の団体・個人へ照会（4/18～5/31) 
  ・パブリックコメントも実施（5/19～7/31）                         
      （H26・27年度分の事業（介護関係は除く）について照会） 
 

○提案募集結果 
  ・36団体から89事業の提案 
  ・医療連携、在宅医療、医師・看護師確保等、多岐にわたる提案をいただいた。 
 

・H26年度分は、県計画作成までの期

間が短いため、早期に調整がとれた
提案事業のみ実施 

・関係団体とも調整 
 
 →旧国庫振替事業に加え 
   ４事業を新たに実施 



新基金のスケジュール 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
H27 
年度 

国 

県 

国
ヒ
ア
リ
ン
グ 

基
金
交
付 

要
綱
発
出 

26
県
計
画 

作
成 

内
示 

基
金
造
成
・ 

補
正
予
算 

(

12
月
議
会
） 

27
県
計
画 

作
成 

交
付
決
定 

事
業
実
施 

関
係
団
体
へ 

意
見
照
会 

事業内容の調整 

国
ヒ
ア
リ
ン
グ 

パブリックコメント 

事業内容の調整 予算査定 

予算査定 

26
年
度
事
業 

27
年
度
事
業 

事
業
実
施 

医
療
審
議
会 

医
療
審
議
会 

医
療
法
改
正 

総
合
確
保 

方
針
提
示 

２
月
議
会 

国との調整スケジュールは未定 


